
平　成　２７　年　度
普　通　会　計　決　算　見　込　み　の　概　要
平成２８年 ７月
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[image: image2.png]i A
boted e Zoumay
il Bifs
15,000 20,000 25,000

30,000
(fgm)




[image: image3.emf]10

▲120

▲101

▲383

▲373

▲362

▲306

▲237

▲203

▲127

▲7

119

325

274

124

140

243

66

91

▲500

▲400

▲300

▲200

▲100

0

100

200

300

400

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

実質収支の推移

（億円）


[image: image4.png]BA-EHORNR(26EE-274E)

0 5,000 10,000 15,000 20,000

(8

75




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	➢ 府税収入は、地方消費税率引上げの影響の平年度化や税制改正による増収に加え、
景気回復の動きの広がりなどにより、４年連続の増。
➢ 歳入及び歳出総額は、府税収入の増等に伴い、前年度より約３００億円の増。
➢ 財源対策として、行政改革推進債を７２億円発行するとともに、財政調整基金を
３０億円取崩した。（財政調整基金の取崩しは、平成１２年度以来１５年ぶり。）
➢ 実質収支(注)は、９１億円で８年連続黒字。


（注）普通会計上の実質収支は最終予算から決算での収支改善額を示し、最終予算段階では正確な捕捉が難しい社会保障関係経費や
退職手当などで歳出不用額が生じたことなどによるもの。


歳入総額　　　２兆８,４６８億円（対前年度比　＋３０２億円、＋１.１％）

（１）府税収入　　　　　　　１兆２,８４０億円（対前年度比＋１,８３７億円、＋１６.７％）
　　・法人二税　　　 　　　　　 ３,６８９億円（　　同　　   ＋３９７億円、＋１２.１％）

　　・地方消費税　　　　　　　　３,６３９億円（　　同　　＋１,３１１億円、＋５６.３％）

（２）地方譲与税　　　　　　　　１,５８２億円（　　同　　 　▲１６３億円、　▲９.４％）
　　・地方法人特別譲与税　  　　１,５４２億円（　　同　　 　▲１６５億円、　▲９.７％）
（３）地方交付税等

・地方交付税　　　　　　　　２,８２６億円（　　同　　　　 ＋６１億円、　＋２.２％）
・臨時財政対策債　　　　　　１,８３５億円（　　同　　　 ▲７９６億円、▲３０.２％）

（４）その他（大きな増減のあったもの）
・大阪府都市開発株式売払収入 　　　　―　（　　同　　　 ▲３６８億円、  皆　 減　）
・制度融資貸付金償還金　　　３,０２８億円（　　同　　　 ▲１９０億円、　▲５.９％）

・子育て支援対策臨時特例交付金　 ４２億円（　　同　　　 ▲１３６億円、▲７６.２％）


歳出総額　　　２兆８,２３６億円（対前年度比　＋２９１億円、＋１.０％）
（１）人件費　　　　　　　 　 　８,２２９億円（対前年度比 　　▲８４億円、　▲１.０％）
（２）公債費　　　　　　　　　　４,００５億円（　　同　　　 ▲１５４億円、　▲３.７％）
（３）投資的経費　　　　　　　　１,８６２億円（　　同　　　　 ▲９０億円、　▲４.６％）
（４）補助費等　　　　　　　　　８,６６２億円（　　同　　＋１,１２４億円、＋１４.９％）
・地方消費税交付金　　　　　１,８４４億円（　　同　　 　＋７２６億円、＋６５.０％）
・施設型給付費負担金　　　　　 ２３２億円（　　同　　 　＋２３２億円、　　皆 増　）
（５）その他（大きな増減のあったもの）

・公共施設等整備基金積立金　    ０.１億円（　　同　　 　▲３６７億円、　▲100.0％）
・制度融資貸付金　　　　　　３,０２８億円（　　同　 　　▲１９０億円、　▲５.９％）



[image: image1]

実質収支　　９１億円（H26: ６６億円）

	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越

すべき財源 (C)
	実質収支

(A)-(B)-(C)

	Ｈ23年度
	2兆8,472億円
	2兆8,203億円
	145億円
	124億円

	Ｈ24年度
	2兆7,822億円
	2兆7,515億円
	167億円
	140億円

	Ｈ25年度
	2兆8,275億円
	2兆7,805億円
	227億円
	243億円

	Ｈ26年度
	2兆8,166億円
	2兆7,945億円
	155億円
	66億円

	Ｈ27年度
	2兆8,468億円
	2兆8,236億円
	141億円
	91億円






〔別　紙〕
· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２７年度 (A)
	平成２６年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	2,846,805
	2,816,635
	30,170
	1.1

	歳　 出 　総 　額　   (b)
	2,823,624
	2,794,522
	29,102
	1.0

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	23,181
	22,113
	1,068
	―　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	14,074
	15,486
	▲ 1,412
	―　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	9,107
	6,627
	2,480
	―　


　
・　実質収支は、91億7百万円の黒字となり、８年連続で黒字を維持。

　・　決算規模は、府税収入の増等に伴い、前年度より約300億円の増。
２　歳　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２６　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	府税
	1,284,042
	45.1
	183,723
	16.7
	1,100,319
	39.1
	5.4

	
	うち法人二税
	368,908
	13.0
	39,745
	12.1
	329,163
	11.7
	7.9

	
	うち地方消費税
	363,867
	12.8
	131,092
	56.3
	232,775
	8.3
	17.4

	地方譲与税
	158,162
	5.6
	▲ 16,330
	▲ 9.4
	174,492
	6.2
	19.8

	地方交付税
	282,560
	9.9
	6,149
	2.2
	276,412
	9.8
	▲ 2.8

	
	《参考》地方交付税等 ※
	466,041
	16.4
	▲ 73,407
	▲ 13.6
	539,449
	19.2
	▲ 8.8

	国庫支出金
	249,086
	8.7
	▲ 442
	▲ 0.2
	249,528
	8.9
	▲ 8.0

	地方債
	289,182
	10.2
	▲ 59,820
	▲ 17.1
	349,002
	12.4
	▲ 11.9

	
	うち臨時財政対策債
	183,481
	6.5
	▲ 79,556
	▲ 30.2
	263,037
	9.3
	▲ 14.4

	
	うち臨時財政対策債を除く
	105,701
	3.7
	19,736
	23.0
	85,965
	3.1
	▲ 3.1

	諸収入
	398,220
	14.0
	▲ 12,285
	▲ 3.0
	410,505
	14.6
	▲ 12.1

	
	うち制度融資貸付金償還金
	302,754
	10.6
	▲ 18,951
	▲ 5.9
	321,705
	11.4
	▲ 14.6

	その他
	185,553
	6.5
	▲ 70,825
	▲ 27.6
	256,378
	9.0
	17.2

	歳入合計
	2,846,805
	100.0
	30,170
	1.1
	2,816,635
	100.0
	▲ 0.4


· 地方交付税等は、地方交付税と臨時財政対策債の合計。
・【府税】　地方消費税率引上げの平年度化により地方消費税が増加したことや、企業業績の改善による法人二税の増加
などにより、増となっている。
・【地方譲与税】　税制改正により地方法人特別税の一部が法人事業税に復元されたため、減となっている。
・【地方交付税等】　府税収入の増により、減となっている。

・【国庫支出金】　高齢者福祉費補助金等が増となっているが、子育て支援対策臨時特例交付金等の減により、全体としてはほぼ横ばいとなっている。

・【地方債】   臨時財政対策債を除いた地方債は、財源対策として行政改革推進債を発行したことなどにより、増となっている。
・【諸収入】　制度融資貸付金償還金の減などにより、減となっている。
・【その他収入】　平成２６年度は大阪府都市開発株式会社（ＯＴＫ）の株式売払があったため、財産収入が減となったことなどにより、減となっている。


３　歳　　出

（１）主な性質別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２６　　年　　度

	
	決算見込額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	義務的経費
	1,274,472
	45.1
	▲ 21,155
	▲ 1.6
	1,295,627
	46.4
	1.1

	
	人件費
	822,852
	29.1
	▲ 8,406
	▲ 1.0
	831,258
	29.8
	6.1

	
	扶助費
	51,076
	1.8
	2,629
	5.4
	48,448
	1.7
	4.1

	
	公債費
	400,543
	14.2
	▲ 15,378
	▲ 3.7
	415,921
	14.9
	▲ 8.1

	投資的経費
	186,246
	6.6
	▲ 8,983
	▲ 4.6
	195,229
	7.0
	7.7

	
	公共事業費
	108,865
	3.9
	▲ 12,610
	▲ 10.4
	121,475
	4.4
	▲ 4.2

	
	単独事業費
	77,381
	2.7
	3,627
	4.9
	73,754
	2.6
	35.5

	その他経費
	1,362,907
	48.3
	59,240
	4.5
	1,303,667
	46.6
	▲ 1.0

	
	補助費等
	866,155
	30.7
	112,361
	14.9
	753,795
	27.0
	3.5

	
	貸付金
	337,403
	12.0
	▲ 21,771
	▲ 6.1
	359,174
	12.8
	▲ 14.4

	
	積立金
	46,467
	1.6
	▲ 27,786
	▲ 37.4
	74,253
	2.6
	24.8

	
	その他
	112,882
	4.0
	▲ 3,563
	▲ 3.1
	116,445
	4.2
	6.0

	歳出合計
	2,823,624
	100.0
	29,102
	1.0
	2,794,522
	100.0
	0.5


· 【義務的経費】　人件費、公債費の減により、義務的経費全体として減となっている。

【人件費】　退職者数の減による退職手当の減、及び、「給与制度の総合的見直し」に係る給与表の改定等により職員給が減となったことなどにより、減となっている。
【扶助費】　児童福祉施設事業費の対象者数の増などにより、増となっている。

【公債費】　元利償還金が減となり、減となっている。

· 【投資的経費】　南海トラフ対策事業の増などにより府単独事業は増となっているが、府営住宅の計画修繕事業や知的障がい支援  

学校新校整備事業など国の補助事業の減により、全体としては減となっている。

· 【補助費等】  地方消費税の増に伴う地方消費税市町村交付金の増や、社会保障関係経費などの増により、増となっている。

· 【貸　付　金】　制度融資貸付金の減などにより、減となっている。

· 【積　立　金】　平成２６年度は大阪府都市開発株式会社の株式売払収入を公共施設等整備基金に積立てていたため、減となって
いる。

（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２６　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	教育費
	675,641
	23.9
	▲ 10,478
	▲ 1.5
	686,119
	24.5
	5.8

	民生費
	500,576
	17.7
	24,029
	5.0
	476,547
	17.1
	6.1

	商工費
	349,800
	12.4
	▲ 18,759
	▲ 5.1
	368,559
	13.2
	▲ 13.0

	警察費
	264,189
	9.4
	4,712
	1.8
	259,477
	9.3
	5.9

	土木費
	211,485
	7.5
	▲ 1,141
	▲ 0.5
	212,626
	7.6
	2.3

	総務費
	96,153
	3.4
	▲ 28,633
	▲ 22.9
	124,786
	4.5
	27.6

	その他
	725,781
	25.7
	59,372
	8.9
	666,409
	23.8
	▲ 5.9

	歳出合計
	2,823,624
	100.0
	29,102
	1.0
	2,794,522
	100.0
	0.5




４　主な財政分析指標等
（１）財政力指数　：前年度に比べて０.０１ポイント改善し、０.７５となった。
	
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27

	大　　阪　　府
	0.72%
	0.72%
	0.73%
	0.74%
	0.75%

	全都道府県平均
	0.47%
	0.46%
	0.46%
	0.47%
	―


（２）経常収支比率　：前年度に比べて０.１ポイント改善し、９９.８％となった。

	
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27

	大　　阪　　府
	97.0%
	97.2%
	98.7%
	99.9%
	99.8%

	全都道府県平均
	94.9%
	94.6%
	93.0%
	93.0%
	―


　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定式の分母）は、府税収入が増加したことなどにより、１.０ポイントの改善となった。
　　・　一般財源が充当された経常経費（比率算定式の分子）は、社会保障関係経費などの増により補助費等が増加し、
０.９ポイントの悪化となった。
（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、臨時財政対策債等を除く地方債残高が減少したことなどにより、
前年度末に比べて５１６億円減少した。
	
	平成２７年度末
	平成２６年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔普通会計〕
（特定資金公共事業債除く）
	5,544,846百万円
	5,596,495百万円
	▲51,649百万円

	
	府民一人当たり残高
	627,792円
	632,981円
	▲5,189円

	
	全都道府県平均
（国民一人当たり残高）
	―
	710,069円
	―

	大   阪   府   人   口
	8,832,298人
	8,841,490人
	▲ 9,192人


　　　（※）臨時財政対策債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債及び減収補塡債の残高を合計したもの。

（※）大阪府人口は４月１日現在の大阪府毎月推計人口。

「全都道府県平均」は、全都道府県の地方債現在高（普通会計）の合計を１月１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。

　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高
	
	平成２７年度末
	平成２６年度末
	増　減　額

	地方債現在高〔全会計〕
	6,286,114百万円
	6,375,085百万円
	▲88,971百万円

	
	(参考)府民一人当たり残高
	711,719円
	721,042円
	▲9,323円

	
	うち　臨時財政対策債等
	3,132,295百万円
	3,056,059百万円
	76,236百万円

	
	うち　その他
	3,153,819百万円
	3,319,027百万円
	▲165,208百万円


（※）全会計は実残高で記載。（普通会計は決算統計のルールとして減債基金に積立てた償還額を地方債残高から除いているため異なる。）

（４）財政調整基金現在高（地域活性化・公共投資臨時交付金分等を除く）：１５年ぶりに３０億円取崩したことなどにより、
前年度末より１１億円減少した。
（単位：億円）

	
	H11
	H12
	H13
	H14
	H15
	H16
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27

	基金現在高
	13
	7
	13
	13
	13
	13
	13
	13
	13
	383
	434
	1,256
	1,385
	1,438
	1,500
	1,612
	1,602

	
	積立額
	
	
	6
	
	
	
	
	
	
	370
	51
	823
	129
	53
	61
	112
	19

	
	取崩額
	
	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	30


※「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、９月に暫定値を公表予定。



【用語説明等】

１　【普通会計】とは、一般会計と特別会計の額を合算したものから地方公営企業会計に係る収支を除いたものであり、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政統計上用いられる会計区分である。
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	証紙収入金整理
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	母子父子寡婦福祉資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	中小企業振興資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	沿岸漁業改善資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	林業改善資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	公営事業会計
	
	公営企業会計
	
	法非適用
	流域下水道事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	港湾整備事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	箕面北部丘陵整備事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	法適用
	大阪府中央卸売市場事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	大阪府まちづくり促進事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額である。

　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。
３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成13年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成19年度から臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％
５　【普通会計の地方債現在高】とは、一般会計と特別会計の地方債現在高を合算したものから地方公営企業会計に係るものを除くとともに、満期一括償還方式によって発行した民間資金で減債基金への積立相当額については、償還したものとして現在高から控除するものである。
６　【臨時財政対策債】とは、地方交付税の財源不足を補うために国と地方が折半して負担し、その地方負担分として発行する赤字債のことである（地方財政法第5条の特例として、建設事業等の投資的経費以外の経費に充当できる）。元利償還に必要な額は、後年度の交付税の基準財政需要額に算入される。
７　【財政調整基金】とは、地方公共団体の年度間の財源の調整を図り、財政の健全な運営に資するための基金である。


【参　考】

· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　一般会計決算見込み                                                                                 （単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２７年度 (A)
	平成２６年度 (B)
	増減額 (A)-(B)=(C)
	増減率 (C)/(B)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	3,195,479
	2,981,522
	  213,956
	7.2

	歳　 出 　総 　額　   (b) 
	3,183,097
	2,968,396
	  214,701
	7.2

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	12,381
	13,126
	▲ 745
	―　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	6,956
	9,244
	▲ 2,288
	―　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	5,426
	3,882
	1,543
	―　


　

· 一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府財政運営基本条例第２０条に基づき、１／２ずつを減債基金と
財政調整基金に編入する。（２７年度決算では、２７億１３百万円）

２　府税収入の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２６　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	法人二税
	368,908
	25.8
	39,745
	12.1
	329,163
	27.4
	7.9

	
	法人府民税
	75,529
	5.3
	▲ 9,623
	▲ 11.3
	85,152
	7.1
	8.3

	
	法人事業税
	293,379
	20.5
	49,369
	20.2
	244,011
	20.3
	7.8

	個人府民税
	347,037
	24.3
	6,073
	1.8
	340,965
	28.4
	1.7

	個人事業税
	14,652
	1.0
	377
	2.6
	14,275
	1.2
	1.7

	府民税利子割
	8,091
	0.6
	▲ 1,396
	▲ 14.7
	9,486
	0.8
	▲ 1.2

	地方消費税
（清算金除く）
	507,403
(363,867)
	35.5

	172,805
(131,092)
	51.6
(56.3)
	334,599
(232,775)
	27.8

	23.4
(17.4)

	不動産取得税
	35,816
	2.5
	5,307
	17.4
	30,509
	2.6
	▲ 1.3

	府たばこ税
	12,200
	0.9
	▲ 188
	▲ 1.5
	12,388
	1.0
	▲ 10.3

	ゴルフ場利用税
	1,524
	0.1
	▲ 8
	▲ 0.5
	1,532
	0.1
	▲ 0.1

	自動車取得税
	8,120
	0.6
	3,082
	61.2
	5,038
	0.4
	▲ 54.5

	軽油引取税
	45,680
	3.2
	913
	2.0
	44,767
	3.7
	0.2

	自動車税
	78,115
	5.5
	▲ 1,274
	▲ 1.6
	79,389
	6.6
	▲ 0.9

	鉱区税
	0
	0.0
	▲ 0
	▲ 23.1
	0
	0.0
	▲ 38.1

	狩猟税
	8
	0.0
	▲ 2
	▲ 23.4
	11
	0.0
	▲ 2.3

	旧法による税
	23
	0.0
	3
	12.4
	21
	0.0
	▲ 20.0

	府税合計
	1,427,579
	100.0
	225,436
	18.8
	1,202,143
	100.0
	7.6

	
	地方消費税清算金除く
	1,284,042
	89.9
	183,723
	16.7
	1,100,319
	91.5
	5.4


　



３　社会保障
（１）社会保障関係経費

（単位：百万円）
	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２６　　年　　度

	
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率

	民　生　費
	491,803
	89.9
	24,015
	5.1
	467,788
	90.3
	6.1

	
	扶助費
	32,540
	5.9
	1,831
	6.0
	30,709
	5.9
	3.0

	
	補助費等
	424,623
	77.7
	28,759
	7.3
	395,863
	76.4
	2.9

	
	その他
	34,641
	6.3
	▲ 6,575
	▲ 16.0
	41,216
	8.0
	55.8

	衛　生　費
	55,034
	10.1
	4,577
	9.1
	50,457
	9.7
	▲ 19.5

	
	扶助費
	15,873
	2.9
	▲ 51
	▲ 0.3
	15,924
	3.1
	▲ 0.8

	
	補助費等
	20,948
	3.8
	3,258
	18.4
	17,690
	3.4
	▲ 28.2

	
	その他
	18,213
	3.4
	1,369
	8.1
	16,844
	3.2
	▲ 23.3

	社会保障関係経費合計
	546,838
	100.0
	28,592
	5.5
	518,246
	100.0
	2.9

	
	扶助費
	48,413
	8.8
	1,780
	3.8
	46,633
	9.0
	1.7

	
	補助費等
	445,571
	81.5
	32,018
	7.7
	413,553
	79.8
	1.1

	
	その他
	52,854
	9.7
	▲ 5,206
	▲ 9.0
	58,059
	11.2
	19.9


　　(※) 社会保障関係経費は、民生費（災害救助費を除く）及び衛生費から、それらに係る人件費を除いた額としている。
（２）地方消費税増収分の活用による社会保障の充実
（単位：百万円）

	事　　　　項
	事 業 内 容
	決算見込額

（一般財源）

	子ども・子育て支援
	子ども・子育て支援新制度の実施
	21,462

	
	社会的養護の充実
	439

	
	新子育て支援交付金の創設
	1,700

	
	乳幼児医療費助成制度の再構築
	225

	医療・介護
	医療・介護サービスの提供体制改革
	地域医療介護総合確保基金（医療分野）
	1,119

	
	
	地域医療介護総合確保基金（介護分野）
	4,858

	
	
	医療介護連携・処遇改善・認知症対策 等
	1,972

	
	医療・介護保険制度の改革
	介護保険の低所得者軽減強化
	528

	
	
	国民健康保険への財政支援拡充など
	7,271

	
	難病・小児慢性特定疾患への対応
	難病・小児慢性特定疾患の新制度
	84

	義務的経費の自然増減　※分野：生活保護、障がい、児童、介護、国保、後期高齢、医療など
	22,086

	消費税率引上げに伴う社会保障経費の増加への対応
	1,011

	その他社会保障関係経費
	10,704

	合　　　　　　　計
	73,459


· 地方消費税の税率引き上げによる増収分は、７３４億５９百万円。




1(ｸﾛ)


平成２７年度普通会計決算のポイント


※詳細は３頁以降参照


地方消費税率引上げの平年度化や景気回復の動きの広がりなどにより、


府税収入は前年度より１６.７％の増となったが、臨時財政対策債や�株式売却収入などの減により、歳入全体としては１.１％の増。





１　歳　入


地方消費税の増加に伴う地方消費税市町村交付金や、社会保障関係�経費など補助費等の増などにより、歳出全体としては１.０％の増。


２　歳　出


１


・普通会計の実質収支は８年連続で黒字を維持


・一般会計の実質収支（決算剰余金）は財政運営基本条例に�基づき1/2ずつ減債基金と財政調整基金に積立て


３　決算収支


〔参考〕平成２７年度一般会計決算の概要　　※一般会計とは普通会計から特別会計を除いたもの（Ｐ６参考）


　○歳入総額　　３兆１，９５５億円（対前年度比　＋７.２％）


　○歳出総額　　３兆１，８３１億円（　　同　　　＋７.２％）


　○実質収支　　　　　　　５４億円（前年度に比べ１５億円増）


　　　⇒ 財政運営基本条例に基づき1/2ずつが減債基金と財政調整基金に積立てられる。⑬
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３
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４
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６


７


８
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